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埼玉県建築基準法施行細則の一部改正について（通知） 

 建築行政の推進について、日頃格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 このたび、標記について別紙のとおり改正しましたので、通知します。 

 なお、改正の内容は下記のとおりです。 

記 

 １ 改正理由 

 建築基準法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 54号）の施行により、定期報告

の対象となる建築物等は、特に安全性を確保する必要性が高いものを国が指定し、それ

以外を特定行政庁が地域の実情に応じて指定することとなった。これに伴い、本県の定

期報告の対象となる建築物等を定めている埼玉県建築基準法施行細則の一部を改正した。 

２ 改正概要 

(1)従来特定行政庁が指定していた建築物のうち、国が政令で定めるものを除いて指定

（第二条第一項） 

(2)国が政令で定める建築物の報告時期を定める（第二条第二項） 

(3)従来特定行政庁が指定していた小荷物専用昇降機のうち、国が政令で定めるものを除

いて指定（第三条第一項第一号） 

(4)国が政令で定める建築物に設ける建築設備等を追加指定（第三条第一項第二号） 

(5)特定行政庁が指定する建築物に設ける防火設備のうち、国が政令で定めるものを除い

て指定（第三条第一項第三号） 

(6)その他改正に伴う文言整理等 

(7)防火設備等の報告の時期の経過措置、改正前に特定行政庁が指定する建築物等で改正

後に政令指定となるものの報告の時期を定める（附則） 

 ３ 施行日 

   平成２８年６月１日 
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